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Deloitte Asia Pacific CFO Pulse Surveyは、アジア太平洋地
域で活躍するCFOの意識や直面する主要課題を明らかにすること
を目的として実施しています。

初回となる本調査では、462名のCFOからの回答を集約し、課題
や優先事項、将来に向けた対応の方向性を深く捉えました。

今般の回答者は、オーストラリア、中国本土、香港特別行政区（以
下、香港）、台湾、日本、ニュージーランド、韓国、南アジア（イン
ドおよびスリランカ）、その他の東南アジア諸国（ブルネイ、インド
ネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム）に
分布されています。

回答者の属性や各国・地域における調査サンプル数などの詳細
については「調査方法」ページをご参照ください。

なお、グラフの合計が100%にならない場合がありますが、これは回答者に複数回答を求め
たことに起因します。また、小数点以下を四捨五入しているため、合計値がグラフの総計と一
致しない場合があります。
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後退ではなく 
レジリエンス 

自社の事業見通しの純楽
観度は+41%です。多く
のCFOは世界経済の不
確実性に対しても自社の
レジリエンスに手応えを
持っています。

準備と柔軟性 
 

中東情勢が世界経済に
悪影響を及ぼすと9割超
の企業が見込む一方で、
外部の逆風に耐え、柔軟
に対応できる体制づくり
を進めています。

グローバルリスク
からローカル 
強化へ
82%の企業が最大のリ
スクとして地政学的な不
安定性を挙げ、対策とし
て既存市場でのイノベー
ション創出と事業成長に
注力しています。

傍観者ではなく 
先導者 

AI導入は広がっています
が、全社展開はまだ道半
ばです。限定的な導入が
54%、全社的な導入は
13%にとどまっています。

期待から 
実成果へ 

半数超のCFOがAIは既
に価値を生んでいると回
答し、とりわけ全社的に
導入している企業では定
量的で明確な効果が見
られます。

スキルと 
データが鍵 

最大の障壁はデータ品質
と人材です。約4分の3
の企業が人材投資を行
い、48%の企業がデータ
関連の課題解消に取り組
んでいます。



不確実性の中で前進するCFO | Deloitte Asia Pacific CFO Pulse Survey 2026 4

不確実性の中でも前へ進むCFO
2026年初頭、アジア太平洋地域のCFOは不確実な
時代に直面しています。中東情勢が世界経済の先行
きを不透明にし、経営陣に新たな課題を投げかけて
います。

CFOは、この中東情勢の悪影響を明確に認識してい
ます。アジア太平洋地域全体で77%が自社への悪影
響を予想しつつも、企業のレジリエンスに対する自信
は維持されています。自社の事業見通しへの純楽観度
（楽観が悲観が上回る差）は+41%で、すべての地域
で自社の見通しはポジティブになっています。

この楽観性は、地域経済の成長見通しや需要の底堅
さへの信頼に支えられています。アジア太平洋地域に
おける経済見通しの純楽観度は+5%であり、世界経
済の -27%とは対照的に前向きです。こうした見方は、
外部リスクに備えて基盤を強化するCFOの姿勢にも
表れています。

外部リスクの高まりを受け、CFOは既存市場での競
争力（顧客基盤・オペレーション・パートナー関係
など）の強化に注力しています。成長の主な原動力は、
既存市場におけるイノベーション創出と事業成長です。

AIも価値創出の重要分野です。アジア太平洋地域全
体では、54%のCFOがAIを限定的に活用している一
方、全社的な導入は13%にとどまり、導入規模の拡
大が課題となっています。

一方で、AI活用を全社規模へ拡大できている企業では
有望な兆候が見られています。全社的にAIを活用して
いる企業の60%が、期待通りまたはそれ以上の価値
を実感しており、これは限定的な活用にとどまる企業
の約2倍となっています。これらのCFOはより高い収
益期待も示しています。

データ品質とスキルは、依然としてAI導入の大きな障
壁です。こうした課題に対し、約4分の3の企業がAI
人材への投資を行い、48%の企業がデータ関連の課
題解決に取り組んでいます。

不確実性とリスクが高まるなかでも、CFOは自社の業
績に自信を持っています。短期的にはファイナンス規律
の徹底と事業のレジリエンスの強化に取り組みつつ、
長期的な価値創出にも継続して注力しています。

77%
53%

77%のCFOは中東情勢が自社ビ
ジネスに悪影響を与えると見ている。
一方で、

53%が今後1年間の自社の事業見
通しについて前向きである。

EXECUTIVE SUMMARY
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「アジア太平洋地域の経済レジリエンスは、
エネルギー価格の高騰や投入コストの 
急上昇で試されている。
もっとも、短期的なリスクは存在する一方 
で、同地域の経営基盤は依然として強固 
であり、域内の貿易および投資動向を 
背景に底堅さを維持している」

アジア太平洋地域は、近年、世界の不確実性が高ま
るなかでも顕著なレジリエンスを示してきました。し
かし、現在は、中東情勢の緊迫化により、そのレジリ
エンスは大きな試練に直面しています。

通常、ホルムズ海峡を通過する原油・石油製品・天
然ガスの約80%はアジア市場向けです。当該海峡の
通航制限が2か月以上続いたことで供給不安が強ま
り、世界のエネルギー価格は急騰しています。

域内の複数の国・地域は、代替供給源の確保を余儀
なくされ、調達競争が激化しており、一部では供給不
足も生じています。とりわけ影響が大きいのは液体燃
料（ガソリン、ディーゼル、ジェット燃料）であり、原
油輸入の減少によりアジアの多くの製油所が生産削
減を余儀なくされています。 

地政学的緊張の長期化は、肥料や石油化学製品など
非エネルギー資源の供給にも影響を及ぼしています。
エネルギー価格の変動とは異なり、こうした供給混乱
は、より広範かつ持続的にインフレ圧力へつながる可
能性があります。

その結果、消費者心理が悪化し、短期的なインフレ期
待が急上昇しています。2026年後半にかけては、成
長の鈍化と物価の上昇が見込まれます。混乱が長期化
すれば、経済への影響はさらに深刻化し、特にエネル
ギー輸入に依存する国や精製能力を持たない国で顕
著になります。 

中期見通しでは、中国経済がもう一つの重要要因です。
構造的な成長減速は、地域の成長を押し下げる一方、
過剰な生産能力は、輸出拡大を通じて地域に影響を
及ぼす可能性があります。 

一方で、AI投資の世界的な拡大は重要な追い風となっ
ています。AIインフラ需要の増加が半導体産業の成長
を牽引しており、台湾、韓国、シンガポールが特に恩恵
を受ける見込みです。

アジア太平洋地域における経済アップデート

David Rumbens 
Partner 
Deloitte Access Economics
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「CFOは世界経済をきわめて慎重に見ているが、
注目すべきはそうした環境下にあっても後ろ向き
な姿勢を取っていない点である。
CFOは自らがコントロール可能な領域へ主体的
に踏み込み、パフォーマンスの向上、顧客関係の
維持、サプライチェーンの安定確保に注力すると
ともに、コスト削減と流動性管理に関しては厳正
な規律の下で運営している。
このように経営基盤を強化しつつ、中長期的に
重要となる領域・能力の構築を進めながら、 
好機が訪れた際には迅速に投資できる体制を 
確保している」

Kok Yong Ho 
CFO Programme leader,  
Asia Pacific and Southeast Asia
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図1：地域別の純楽観度 ¹（自社・自国経済の見通し）
今後の自社事業および自国経済のファイナンス見通しについて、どのように考えていますか。

自社事業 自国経済

出所：Deloitte Asia Pacific CFO Pulse Survey 2026年５月　（n=462）
1純楽観度＝楽観的回答数 － 悲観的回答数

地域で異なるCFOの見方

73%

50%
40% 38% 38% 37% 35%

29% 27%
23%

73%

-36%

-7%

8%

-40%

26%

46%

20%

6%

-16%

南アジア 韓国 ニュージーランド 台湾 日本オーストラリア 香港 シンガポール 中国 その他の 
東南アジア諸国

SENTIMENT OUTLOOK
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不確実性の中でも堅調な自社の事業見通し
CFOは、世界経済の不確実
性に直面しながらも、自社は
レジリエンスを備えていると
楽観視しています。

アジア太平洋地域のCFOは、経済環境に不安を抱いて
います。世界経済に対する純楽観度は -27%であり、外
部環境の見通しをめぐる広範な悲観を反映しています。

一方で、アジア太平洋地域における経済への信頼感は
相対的に強いものの、国内経済の見通しには地域間で
大きな差があります。純楽観度は南アジアが+73%、
台湾が+46%、シンガポールが+26%と高く、ニュー
ジーランドは -40%、オーストラリアは -36%、東南ア
ジアその他地域は -16%と、対照的に低水準です。

外部環境の逆風にもかかわらず、CFOは自社組織の
レジリエンスに自信を持っています。アジア太平洋地域
全体では、自社の事業見通しの純楽観度は41%と、
世界経済に対する信頼感を68ポイント上回っています。
すべての地域で自社の事業見通しに前向きであり、実
際、CFOの80%以上が今後12か月の利益を増加ま
たは横ばいで推移すると見込んでいます。

図２：自社、アジア太平洋地域、および世界経済に関する純楽観度＊

今後の自社事業、アジア太平洋地域、および世界経済のファイナンス見通しについて、どのように考えていますか。

出所： Deloitte Asia Pacific CFO Pulse Survey 2026年５月　(n=462) 
＊純楽観度＝楽観的回答数 － 悲観的回答数

-27%

5%

41%

世界経済 アジア太平洋経済 自社事業

SENTIMENT OUTLOOK
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不確実性に強い組織づくり
CFOは中東情勢が悪影響を
及ぼすことを明確に認識しつ
つ、それでも企業が混乱に耐
え乗り越える組織づくりを進
めています。

アジア太平洋地域のCFOは、中東情勢が世界経済に
与える打撃を懸念しています。悪影響を見込む企業は
93%を占め、そのうち50％は「重大」と見ています²。
一方で、自社への影響は、相対的に限定的との見方が
多く、悪影響とするのは78%、「重大」とするのは14%
にとどまります。

こうした認識の下、CFOは規律ある対応を進めるとと
もに、サプライチェーンとファイナンスの安定性を強化
しています。短期施策が重視されており、60%がコス
ト管理を強化し、52%が流動性・キャッシュマネジメ
ントへの注力を高めています。

CFOにとっての優先課題は市場を正確に予測すること
ではなく、環境変化に応じて柔軟性とレジリエンスを
高め、必要なときに迅速に動ける体制を整えることです。

図3：中東情勢への企業対応
中東情勢およびエネルギー供給リスクに関連する現在の経済的な不確実性に対し、貴社ではどのような対応策を講じていますか。

2地域ごとの調査方法の違いにより、日本は本結果に含まれてい
ない。

コスト管理の強化 バランスシートのレジリエンス強化に向けた施策の実施

60% 30%

流動性およびキャッシュ管理への注力度の強化 資本投資の優先順位の見直しまたは投資の繰り延べ

52% 28%

状況の推移を見極めた上で対応を行う 在庫の積み増し

38% 24%

サプライチェーンの分散化 製品・サービス価格の見直し

35% 23%

出所：Deloitte Asia Pacific CFO Pulse Survey 2026年５月　(n=435)

SENTIMENT OUTLOOK
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グローバルリスク時代の成長戦略
外部環境の混乱下において、
CFOは既存市場での影響力
と成果の最大化に注力してい
ます。

言うまでもなく、CFOが今後12か月の最重要リスクと
して挙げるのは地政学的な不安定性です。これに続く
のはサプライチェーンの混乱とインフレーションで、中
東情勢に端を発する連鎖的な影響が広がっていること
を示します。

こうした外部環境を踏まえ、CFOは既存市場でのイノ
ベーション創出と事業成長に注力しています。最も重
要な戦略は既存市場における新規顧客の獲得ですが、
この傾向は地域によって異なります。台湾と南アジアで
はイノベーションが重視され、中国本土では業務効率
の向上が鍵とされています。一方、韓国は、テクノロ
ジーの活用を最優先課題として位置付けています。

図4：CFOにとっての主要な外部影響要因と成長要因
今後12か月で、貴社の事業戦略や事業運営に最も大きな混乱や影響を与えうる外部要因は何ですか。また、今後12か月で、
貴社の成長を最も牽引し得ると考える要因は何ですか。 

SENTIMENT OUTLOOK

主要な外部影響要因 主要な成長要因

地政学的な不安定さ 既存の事業展開地域での新規顧客獲得

82% 50%

サプライチェーンの混乱 既存顧客への営業・販売拡大

43% 45%

インフレーション イノベーションの創出／新製品・サービスの展開

41% 40%

金融・市場の不安定性 業務効率の向上（例：ハイブリッドな働き方の導入など）

28% 31%
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不確実性への対応

THE CFO VIEWPOINT

調査結果を踏まえたCFOの方々との議論では、共通
する姿勢が見えてきました。コア事業の「稼ぐ力」には
手応えがある一方で、見通しは慎重です。そのため、
業績と統制の底上げを図りながら、グローバルリスク
や構造変化への備えを強めています。

多くのCFOは、不確実性への対応が自社・顧客の双
方で常態化していると捉えています。これを受け、将来
見通しの精緻化や予測精度の向上、シナリオ分析の強
化に注力し、リスク・ボラティリティ・政策変化の理解
を一段と深めています。総じて、環境変化に応じて機
動的に対応できる柔軟性を維持しながら、ファイナンス
規律を一層強化する動きが鮮明になっています。

中東情勢の緊張がエネルギー安全保障やサプライ
チェーン、さらには世界経済の見通しに影響を与える
なか、短期的にはキャッシュ・コスト・流動性の管理
における規律の重要性がさらに高まっています。ただ
し、対応の仕方は企業ごとに異なります。コスト削減や
バランスシートの保全を優先する企業もあれば、好機

を逃さず機動的に対応できる体制の整備や将来を見据
えた企業価値の創出に注力する企業もあります。実際
に、ニュージーランドのCFOからは、投資余力を維持
し、好機を捉えて迅速に動ける体制を重視する考え方
が示されており、また、東南アジアのCFOからは、持
続的なリターンと長期的な戦略価値をもたらす投資を
優先する、との見解が示されました。

これらの議論を通じて、レジリエンスは戦略の要である
ことが明確になりました。単なる効率化にとどまらず、
サプライチェーンの安定性、技術への適応力、持続的
に機能するオペレーションの柔軟性への先行投資が欠
かせません。短期的なコスト重視をする姿勢も、多くの
場合、長期的な生産性向上を見据えた取り組みの一
環として位置づけられています。

その背景には、二つの明確な焦点があります。短期で
はリスク管理とパフォーマンスの向上を進め、長期では
地域競争力の変化やAIがビジネスモデルや経済構造
に与える影響を見据え、変革への備えを進めています。

CFO 
グローバル自動車OEM企業

CFO 
輸送インフラ企業（ニュージーランド）

「レジリエンスは、いまや重要な経営指標 
である。
事業成長やコスト効率のみならず、サプライ 
チェーンの強化、キャッシュフローの安定化、 
地政学リスクへの対応、そして技術革新 
への適応が成功の鍵を握る」

「不確実性はリスクを生む一方で、備えの
ある企業には機会ももたらす」
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全社的な活用 限定的な活用 導入予定

導入予定なし 不明

AI導入の進捗状況
AIの導入は広く進んでいる
ものの、その普及度には地域
差が見られます。全社的に活
用できるよう展開することが、
依然として喫緊の課題となっ
ています。

アジア太平洋地域全体では、CFOの54%が「自社で
AIを限定的に活用している」と回答し、全社的に活用
している企業は13%にとどまります3。これは、多くの
企業がまだ試行段階にあり、全社的な展開に成功して
いる企業は少数派であることを示しています。導入状
況には地域差があり、韓国と台湾が先行しており、全
社的な活用はそれぞれ27%、19%です。

ファイナンス部門の導入水準は、全社平均と比べると
やや遅れていますが、CFOの約3分の1は今後の導入
を積極的に進める方針です。ファイナンス部門におけ
るAIの主な活用分野は、財務計画・分析の自動化
（39%）と請求書処理の自動化（34%）です。つまり、
定型的な業務プロセスをAIで効率化し、意思決定や
高度な分析など付加価値の高い業務へ人材を再配置
しています。

図5：AI 導入
貴社において、全社およびファイナンス部門でのAI導入の進捗状況はどの段階にありますか。

3地域ごとの調査方法の違いにより、日本は本結果に含まれてい
ない。

出所：Deloitte Asia Pacific CFO Pulse Survey 2026年５月　(n=435)

AI ADOPTION AND IMPACT

企業全体

13%

8% 8%

54% 26% 6% 1%

2%

ファイナンス部門

51% 30%
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全社的な活用 限定的な活用

AI導入の効果
全社的にAIを効果的に活用
する企業は、価値創出と収益
性で具体的な成果を上げて
います。

CFOの52%はAIがすでに自社に価値をもたらしてい
ると認識しているものの、この成果はすべての企業に
共通しているわけではありません。

特に注目すべきは、AIを全社的に活用している企業ほ
ど、効果を明確に、かつ定量的に報告している点です。
全社的に活用している企業では、65%が「期待通り」
または「期待以上の価値」を実感しており、この割合
は限定的な活用にとどまる企業の2倍超となります4。

こうした効果は最終的に収益面にも波及すると見込ま
れます。全社的に活用している企業では、CFOの69%
が今後12か月の増益を見込んでおり、限定的な活用
にとどまる企業（49%）を大きく上回ります4。

図6：AIによる価値創出の評価
これまでのAI投資が自社の価値創出にどの程度寄与していると評価しますか 4。

4地域別の調査方法の違いにより、日本の回答は本結果に含ま
れていない。また、本分析は「該当なし」回答者を除外している。

出所：Deloitte Asia Pacific CFO Pulse Survey 2026年５月　(n=435)

AI ADOPTION AND IMPACT

すでに価値を創出 
している（期待を 
上回る成果）

すでに価値を創出 
している（期待通り 

の成果）

価値を創出しているが、
期待を下回る成果

影響が不明確、または
定量化が困難

影響なし

4%

61%

25% 26% 24%

2%

34%

5%
11%

5%
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スキルとデータ
AI導入の最大の障壁はスキ
ルとデータであり、CFOは 
その解消に向けた対応を進め
ています。

ファイナンス部門でのAI導入と価値創出においては、
人材・スキル不足が主要な課題と認識され、韓国およ
び台湾を除くほぼすべての地域で上位3位以内の障壁
として挙げられています。

品質、アクセス、統合といったデータ関連の課題も、主
要な懸念の一つとして顕在化しています。高品質な
データがなければ、業種を問わずAIの価値を十分に
引き出すことはできません。

CFOはこれらの課題に対して具体的な対応を進めて
います。特に、既存のファイナンス人材の育成・スキル
強化はすべての国で最優先の施策であり、約4分の3
のCFOがAI人材への投資を実施しています。あわせ
て、48%がデータ関連の課題解決に取り組んでいます。

図7：AI導入の主な課題と対応策
ファイナンス部門におけるAI導入と価値創出を阻む主な課題は何ですか。
また、それらを解決するためにどのような取り組みを行っていますか。

出所：Deloitte Asia Pacific CFO Pulse Survey 2026年５月　(n=462, n=453)

AI ADOPTION AND IMPACT

主要な課題 対応策

人材・スキルの不足 人材育成およびスキル強化

56% 73%

データ関連の課題 データ関連課題への対応

55% 48%

必要なコストおよびリソース AIソリューションおよび業務プロセスの内製化

35% 42%

ガバナンス、リスクおよびコンプライアンス 財務システムの刷新・高度化

34% 40%
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ファイナンス領域におけるAI導入

THE CFO VIEWPOINT

CFOへのヒアリングからも、AI導入に関する調査結果
が一貫して裏付けられました。多くのCFOは、生産性
の向上、反復的かつデータ集約型業務の自動化、より
迅速で質の高い調査・分析・意思決定を通じて、ファ
イナンス部門におけるAIの具体的な価値を実感してい
ます。しかしながら、これらは初期的な成果にとどまり、
個人の生産性向上や特定プロセスに限定される場合
が多いのが実情です。

同時に、企業全体で価値を創出するまでの道のりは一
様ではないという認識が広がっています。AIの進化に
伴い、エージェント型ツールによる業務改善から、自
社・顧客のビジネスモデルを根本から変える取り組み
まで、幅広い可能性があると多くのCFOは見ています。
ファイナンス部門では、定型業務から高付加価値業務
へと役割が移行しているとの認識が広がっており、ヒア
リングに応じた日本のCFOの一人からは「長年後回し
にされてきた付加価値業務に集中できる機会が生まれ
ている」との見解が示されました。

一方、データやシステムの分断、プロセスの不整合、組
織のサイロ化、さらには本番運用やグローバル展開の
複雑さといった構造的な課題は、依然として残っていま
す。AI導入を加速するためには、リーダーシップによる
強いコミットメントと変革の推進が不可欠であり、組織
の積極的な参画を促しながら、早期に成果を生み出す
ことが重要であるとの認識が一貫して示されました。

その結果、価値創出は、もはやテクノロジーだけの問
題ではなく、企業全体で取り組むべき経営課題として
捉えられつつあります。AI導入を成功させるには、業
務オペレーティングモデルの見直し、人材育成・スキ
ル強化への投資、データ統合とガバナンスの強化、そ
してファイナンス部門における新たな働き方への一層
の注力が求められます。

同時に、データ保護からサイバーセキュリティに至るま
で、新たなリスクの顕在化も指摘されています。AIが
生み出す成果の品質と信頼性を確保するには、ファイ
ナンス組織内の知識と判断力を維持することが不可欠
です。さらに、多くのCFOは、AI投資に必要なリソース
の確保と強固なガバナンスを確立するためには、事業
部門とテクノロジー部門との緊密な連携が欠かせない
としています。

実行スピードにはばらつきがあるものの、意欲そのも
のは揺るぎません。より成熟したソリューションを待つ
慎重なCFOがいる一方で、生産性向上の域を超え、AI
をファイナンス機能と企業全体の変革を牽引する戦略
的な手段として位置付ける動きも広がっています。

CFO 
航空企業

CFO 
グローバル自動車OEM企業

「AIによる生産性向上は一定程度確認
できているが、価値の創出にはチームの
再編成と組織構造の見直しが不可欠で
ある」

「最終的には、AIの成果はモデルの 
高度性に左右されるものの、最も重要
な要素はデータの品質である」
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Explore the results

詳細情報 執筆者 お問い合わせ先
CFO Pulseについて

Deloitte Asia Pacific CFO Pulse Surveyは、アジア太平洋
地域のCFOが直面する課題を明らかにし、その思考や行動に関
する洞察を提供するものです。調査結果の詳細は、インタラクティ
ブなデジタルサイトで確認できるほか、地域内の他のCFOと自
社の優先事項を比較することが可能です。
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Deloitte Asia Pacific CFO Pulse Surveyは、デロイトのアジ
ア太平洋地域CFOプログラムの一環として実施され、地域内の
各デロイト法人の取り組みとも連携しています。高度化・複雑化
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調査方法
Deloitte Asia Pacific CFO Pulse Survey は、
同地域で活躍するCFOの意識や直面する主要
課題を明らかにすることを目的として実施して
います。

初回となる本調査では、462名のCFOからの
回答を集約し、課題や優先事項、将来に向けた
対応の方向性を深く捉えました。調査回答の大
半は2026年3月20日から4月24日にかけ
て収集されましたが、日本の調査は2026年2
月18日から3月11日に実施されており、特に
日本の調査開始後に発生した中東情勢の影響
などについては、より限定的な設問内容となっ
ています。

今般の回答者は、オーストラリア、中国本土、
香港、台湾、日本、ニュージーランド、韓国、
南アジア（インドおよびスリランカ）、その他の
東南アジア諸国（ブルネイ、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベ
トナム）に分布されています。

回答者の43%は売上高5億米ドル以上の企
業のCFOであり、消費財、エネルギー・資源・
産業ビジネス、金融、ライフサイエンス・ヘル
スケア、テクノロジー・メディア・通信といっ
た幅広い業界および公的機関の回答者も含
まれています。

表1：Asia Pacific CFO Pulse Survey （2026年5月）回答数内訳

経済圏 回答数 構成比

南アジア 81 18%

東南アジア諸国 
（シンガポール除く） 74 16%

中国（本土） 70 15%

ニュージーランド 60 13%

オーストラリア 50 11%

日本 33 7%

シンガポール 27 6%

台湾 26 6%

香港 26 6%

韓国 15 3%

合計 462 100%

出所 : Deloitte Asia Pacific CFO Pulse Survey 2026年5月
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